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結 論 スイス国民学校の発展史と学校教育の今 日的課題
1.国 民学校の発展史的考察
2.学 校教育の今 日的課題
資 料 ・文 献
(1)報 告集関係
(H)憲 法 ・教育法令





2.カ ン トン憲 法 の教 育 条 項
3.カ ン トンの学 校 系 統 図
3.論 文 の 内容
本 論 文 の 課 題 と して 三 っ の 点 が 強 調 され る。 第 一 は 、教 育制 度 の 基 礎 的 な 部 分 を構 成 す
る国 民 学 校 が 、 住 民 の 自治 に も とつ く伝 統 的 な ス イ ス ・デ モ ク ラ シ ーの 維持 ・発 展 の た め
に 、 どの よ うな 精 神 的 ・文 化 的 基 盤 を 提 供 す るか 。 第 二 は 、地 理 的 ・文化 的 な らび に 経 済
的 な差 異 の 著 しい諸 カ ン トンの 自治 の担 い手 養 成 機 関 と して の 国 民 学 校 が 、19世 紀 以 降 に
お け る産 業 ・経 済 の 急 速 な 発 展 に どの よ うに対 処 し、 どの よ う に近 代 化 に と り組 ん で きた
か 。 そ して 第 三 に 、 連 邦 制 に よ って 生 ず る 中央 集 権 的 ・統 一 的 な傾 向 と、数 百 年 来存 続 し
て きた 、 各 カ ン トンな らび にゲ マ イ ンデの 地 方 分 権 的 ・自 治 的 な志 向 とが 、 どの よ うに 調
和 され 、 国民 学 校 の性 格 形 成 に どの よ う に反 映 され た か。 筆 者 は これ らの課 題 を 追究 す る
に あ た り、 そ れ ぞ れ の課 題 に対 応 す る次 の よ う な三 つ の時 代 区 分 を お こな って い る。
第 一 期 は、 公 教 育 確 立 の 動 向 が 活 発 と な り、 カ ン トン ・チ ュ ー リヒを初 め と して、 カ ン
トンに依拠 した国 民学校 体制 が確 立 し始 め る1830年 か ら、新 しい連 邦 憲法(1848年)に よ っ
て そ れ が 瓦解 す る1850年 代 ま で の 時 期 で あ る。 第 二 期 は、19世 紀後 半 に お け る、 中央 集 権
体 制 が 強化 され た ス イ ス連 邦 憲 法成 立(1874年)の 時 期 で あ る。 そ して第 三 期 は 、20世 紀
初 頭 か ら今 日に至 るま で の 国 民 学校 を め ぐる連 邦 の 教 育 政 策 が 、地 方 自治 、 新 兵 徴 募 試 験
制 度 な らび に連 邦 憲法 の教 育 条 項 改 正(1972年)と の 関 連 で 、 次 第 に現 代 化 され て い く時
期 で あ る。
筆 者 は、 以 上 の 三 つ の視 点 を 追究 す る に あ た り、 ス イ スの 国 民 学 校 に関 す る最 もす ぐれ




BeitragzurGeschichtederz廿rcherischenVolksschule,1953.な ど の基 本 的 な文 献 を ふ ま
え る と同時 に、 そ の ほ か の丹 念 に集 め た 内外 の 多 くの 基 礎 資 料 を 駆 使 して 、 ス イ ス国 民 学
校 、 と りわ け ス イ ス の代 表 的 ・典 型 的 な カ ン トン ・チ ュ ー リ ヒの 国 民 学 校 の 制 度 を 発 展 史
的 に考 察 す る。
第 一部 の課題 で あ るく公教 育 確立 の動 勢 〉 は、① 〈公 教育 の推進 〉 、② 〈 カ ン トン ・チ ュー
リ ヒに お け る国 民 学 校 の動 向 〉、 な らび に③ 〈第 二 自由 主 義 時 代 と国 民 学校 〉 の 側面 か ら
取 り扱 わ れ る。 ① 〈公 教 育 の推 進 〉 で は 、 ス イス の 国 民 学 校 の 思 想 史 的 背 景 が 述 べ られ 、
1291年 、 ス イ ス原 三 州 の 同盟 が 成 立 して 以 来 、 自国 の 独 立 と 自治 を 主 張 し続 けて きた ス イ
教27
スは、自由 ・独立のために不可欠に要請 される主体的な国民め育成に配慮 した。そのため
の精神的支柱を提供 したのが、近代においてはプランタ,シ ュタッパー,`ペ スタロッチー
などのあまたの国民的指導者たちである。1798年 のヘルヴェチア共和国の成立、およびこ
れに続 く旧体制の復古時代(1814-1830)に 至 り、国民教育は権力体制のもとで服従を強
要 され、支配と統制の政策に組みこまれた。 こうした状況のもとで、フランスの7月 革命
(1830年)を 契機に、自国の自治と独立をめざす民衆的な意識の高揚がみられ、「学校教育、
とりわけ国民学校がその担い手として大きく浮上 した。1830年 には、カントン・チューリ





とりあげ られる。当時は、国民大衆の学校として全 日学校(Alltagsschule)と 復習学校
(Repetierschule)が 主要 なものであったが、そこでは読み、書 き、算のほかに、道徳 ・
宗教的金言 と賛美歌の暗記がおこなわれ、主として教会的 。宗教的な目標に則 した科 目が
中心であった。18世 紀の教会的な国民学校の伝統がそのまま継続 されており、学 校はすべ
て教会の支配下にあった。 しかも、1830年 以前はもちろんの こと、それ以後 も続いた児童
の欠席、怠慢者、それに加えて能力の不充分な教師の増加は、学校教育にとって憂 うべき
状態であった。 こうした情況は、いちはや く学校制度の改善、教育内容の是正、教員の質
の向上を求める国民自身の声 となって現われ、カン トン ・チュー リヒでは他にさきがけて、
(1)すべての児童の教育、(2}人間教育の前提としての知的 ・心情的な性格の育成、さらには




③〈第二自由主義時代 と国民学校〉では、1840年 代か ら50年代にわたる国民学校の情況
が考察される。 この時期には、政治的 ・社会的ならびに経済的な諸要因によって現状変革
の気運が醸成され、国民学校の強化が図られるべき重要な機会が訪れたにもかかわ らず、
革新派 と保守派、自由主義的憲法をもつカン トンと旧体制的な憲法を もつカントンとの対
立 ・抗争のなかで、国民 も政党人 も疲れ果てたばかりか、新 しい経済発展に目を奪われ、
教育に対するはつ らつとした情熱はほとんどみられなかつた。若干の進歩的な立場にある






































































なカントンでの試験に代 って、次第に統一的な試験体制が敷かれるに至 った。1875年 から
第二次世界大戦勃発までは、それらの科目に加えて、理科、スイス史、憲法 も加えられた。
1936年 以降は、知的諸科目よりも、む しろそれ らの応用としての作文試験、口頭試問に重
点がおかれ、政治 ・経済の分野は、公民的 ・国際的 ・世界市民的な色彩を濃厚にしていっ
た。なるほど19世紀後半の学校教育は、新兵徴募試験のための準備教育的な性格を帯びて
おり、従来の学校教育 にとって派生的 ・傍系的な存在であった補習学校(Fortbildungs.
schule)、 市民学校な らびに準備 コースの隆盛は、当時の新兵徴募試験に対する異常な教







③〈連邦憲法の教育条項の改正〉では、1972年 の連邦憲法第27条 をめ ぐるスイス国民教
育の制度面の現代化が取 り扱われる。 これまで教育行政にかかわる基本的権限は、すべて
カントンに帰属 していたため、各カントン間の学校法規には著 しい差異が認め られたが、
それ も民主的な地方自治の反映として是認される傾向にあった。 しか し産業化のめざまし
い進展にともなう社会構造の変容、人口の流動、教育科学 ・技術の進歩、ならびに国民大
衆の教育要求の増大は、教育行政に大幅な効率化 ・合理化を要求 し、連邦 ・カントン・ゲ
マインデの間に、 これまでよりもいっそう緊密な協調を促すに至った。










論 文 審 査 結 果 の 要 旨
スイスにおける国民学校の特質を制度史的側面から明らかにしようとする本論文のね らい
は、おおむね達成 されている。小 さな連邦ではあるが、スイスには25の州がある。 しかもそ





究 ・紹介はあっても、全体的 ・体系的な研究はほとんどみられなかった。 しかし筆者は、ス
イスの国民学校に関する基本的な文献 ・資料を仔細に検討し、連邦憲法を初め、各 カン トン
の憲法、教育諸法規、教育関係雑誌あるいはスイス文化史などをふまえて、特にわが国にお
けるスイス教育制度史研究における空白部分を補完 したばかりか、スイスの国民学校をめぐ





Bosshardな らびにPaulFreyの 学位論文に負 うところが多いが、スイス史のさらに深い理
解に裏うちされる必要があろう。たとえば、スイス国民の精神的な原点である原三州の盟約
の意味の理解、ヘルヴェチア共和国の民主的な性格の把握とその影響、調停条約時代か ら不
断に台頭 し続ける連邦主義者 と旧連邦の擁護者、自由派 と保守派 との対立 ・抗争の追究など
は、論文の構成にさらに適確な視点を提供するであろう。なかで も原三州の盟約の精神であ
る信頼と平和、自由と自治 ・団結 と相互援助などは、多様性のうちにあるスイスを統合する
絆 として、あるいはスイスの立ち還えるべき拠 りどころとして、教育制度や国民学校の うち
にっねにはたらき続けていることも顧慮する必要がある。さらには、国民学校と切 り離すこ
とのできない教員養成制度の特質や、新兵徴募試験制度の史的変容に関するより詳細な追究、
あるいはヨーロッパ全体の教育文化史に占めるスイス国民学校の意味、とりわけ ドイッ改革
教育学運動(1900-1932)と の関連など、補完すべき研究領域が残されている。
しか しながら、筆者が基本的な先行研究の成果を十分にふまえ、きわめてふ くそうしたス
イスの教育制度史を体系づけ、スイス国民学校の特質を解明 して、学界に新 しい知見を加え
た意義は高 く評価できる。よって教育学博士の学位を授与するに適当であると認定する。
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